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タクシーの営業区域外旅客運送にかかる意見聴取について 

 

○ 趣旨 

タクシー営業所の無い新潟市秋葉区の旧小須戸町地域へ、新潟市南区に営業所を有する

太陽交通新潟有限会社みなみ営業所 及び 泉観光バス株式会社白根営業所より「営業区域外

旅客運送」が必要であることについて協議、ご意見を伺うもの。 

 

○ 営業区域外旅客運送制度の概要 

道路運送法第20条(禁止行為)の規定により営業区域外旅客運送(発地及び着地のいずれもが

その営業区域外に存する旅客の運送)をしてはならないこととされている。 

ただし、地域公共交通会議等において協議が調うなど、道路運送法第 20条第 2号などに

該当する場合は、営業区域外旅客運送が可能となる。 

 

○ 必要性 

 新潟市秋葉区の旧小須戸町地域等を主な営業区域とし、新潟市秋葉区小須戸 20 番地 1に

営業所を有していた第 2新興タクシー株式会社が、令和 6年 11 月をもって営業を廃止し、

同年 12 月からこの地域はタクシー営業所の無い地域となった。 

新潟市 B(新潟市のうち、平成 17 年 3 月 21 日に編入された旧新津市及び旧中蒲原郡

横越町・小須戸町の区域)を営業区域として有する事業者では、運転者不足等により地域

住民の需要に十分に対応することができず、地域よりタクシーが不足しているとして対応を

求める声が出ており、令和 8年 4月 22 日付けで 2つのコミュニティ協議会長から要望書の

提出があった。 

 

○ 対応策 

新潟市南区の太陽交通新潟有限会社みなみ営業所 及び 泉観光バス株式会社白根営業所に

配置された車両により、新潟市Ｂのうち旧小須戸町地域での営業を可能にし、地域住民の

生活交通を確保する。 

 

○ 営業区域外旅客運送を行う期間 

令和 8 年 8 月 1 日(土)から令和 9 年 7 月 31 日(土)までの 1 年間とし、期間満了後、

営業状況を踏まえ更新を予定。 

 

○ 今後の手続きスケジュール 

 ・ 令和 8年 5月下旬～6月上旬  新潟市・田上町地域公共交通会議 

  ↓ 

 ・ 令和 8年 6月         新潟市・田上町より国へ申請 

  ↓ 

↓               国から事業者・新潟市・田上町へ許可 

  ↓ 

 ・令和 8年 8月 1日        営業区域外運送開始 
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田上町及び新潟市秋葉区小須戸地域における 

タクシーの営業区域外旅客運送（案）について 
 

１．趣旨 

 タクシー営業所の無い新潟県南蒲原郡田上町及び旧小須戸町（平成１７年３月２１日に

新潟市に編入合併された新潟県中蒲原郡小須戸町）地域へ新潟市南区に営業所を有する太

陽交通新潟有限会社みなみ営業所及び泉観光バス株式会社白根営業所より営業区域外旅

客運送が必要であることについて、協議を行うもの。 

 

 

２．営業区域外旅客運送の制度（概要） 

 一般旅客自動車運送事業者は、道路運送法第２０条（禁止行為）の規定により営業区域

外旅客運送（発地及び着地のいずれもがその営業区域外に存する旅客の運送）をしてはな

らないこととされている。ただし、地域公共交通会議等において協議が調うなど、道路運

送法第２０条第２号などに該当する場合は、営業区域外旅客運送が可能となる。 

 

 

３．営業区域外旅客運送の内容 

（１）必要性 

  南蒲原郡（新潟県南蒲原郡田上町）及び新潟市Ｂのうち旧小須戸町（平成１７年３月

２１日に新潟市に編入合併された新潟県中蒲原郡小須戸町））地域を主な営業区域とし新

潟市秋葉区小須戸２０番地１に営業所を有していた第２新興タクシー株式会社が令和６

年１１月をもって営業を廃止し、令和６年１２月からこの地域はタクシー営業所の無い地

域となった。 

 この地域は、加茂駅～田上駅間８．１ｋｍ、新津駅～田上駅１０．８ｋｍ、新潟市南区

役所～田上駅１０．０ｋｍ、新津駅～矢代田駅７～８ｋｍとなっており、田上駅を起点に

考えた場合は１０ｋｍ前後となり、タクシー営業所が所在する地域から配車するには少し

遠い距離となっている。  
 その後、田上町については、主に加茂市内に営業所がある加茂タクシー有限会社及び中

越交通株式会社加茂営業所が住民の需要に応えてきた。中越交通株式会社加茂営業所につ

いては、羽生田駅及び「道の駅たがみ」に車両を配置している。しかし、「道の駅たがみ」

に配置した車両については需要が増えつつあるとするものの、加茂営業所の運転者不足も

あり対応が難しいとの話しがある。なお、この２事業者は旧小須戸町には営業区域を有し

ておらずこの地域には対応できない。旧小須戸町については、新潟市秋葉区に営業所があ

る２事業者が営業区域を有し需要に対応しているが運転者不足等により十分に対応でき

ず、地域よりタクシーが不足しているとして対応を求める声が出ている。 

  南蒲原郡及び新潟市Ｂを営業区域として有する事業者では、地域住民の需要に対応する

ことができないため、新潟市南区の太陽交通新潟有限会社みなみ営業所及び泉観光バス株

式会社白根営業所に配置された車両により南蒲原郡（新潟県南蒲原郡田上町）及び新潟市

Ｂのうち旧小須戸町（平成１７年３月２１日に新潟市に編入合併された新潟県中蒲原郡小

須戸町）地域での営業を可能にし、地域住民の生活交通を確保する。 

 

（２）対象となる地域                     
 南蒲原郡（新潟県南蒲原郡田上町）及び新潟市Ｂのうち旧小須戸町（平成１７年３月２

１日に新潟市に編入合併された新潟県中蒲原郡小須戸町）の区域 別紙１ 
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４．関係事業者 

（１）新潟市Ｂ又は南蒲原郡を営業区域として有する事業者 

                                                   
新潟市秋葉区   しあわせ交通株式会社  新潟市Ｂ  代表取締役 坂上 七栄             

新興タクシー株式会社  新潟市Ｂ 代表取締役 桐生 郁雄 
 

五泉市  みどりハイヤー株式会社  新潟市Ｂ     代表取締役   野﨑 和久 

 

加茂市  中越交通株式会社    南蒲原郡      代表取締役  神田 徳行 

          加茂タクシー有限会社  南蒲原郡       代表取締役  坂井 一成 

 

燕市    地蔵堂タクシー有限会社  南蒲原郡     代表取締役  中村 晴一 

 

三条市    株式会社エスタクシー  南蒲原郡       代表取締役  佐々 健 

          三条タクシー株式会社  南蒲原郡       代表取締役  中野 勇人 

  
見附市    株式会社みつけタクシー  南蒲原郡     代表取締役  西山 丈基 
 
長岡市  株式会社カンコ―    南蒲原郡   代表取締役 伊藤 正直  
 

 

 

（２）営業区域外旅客運送を行う事業者 

 

新潟市南区  

     太陽交通新潟有限会社みなみ営業所  新潟市 C   代表取締役 佐藤 友紀 

         泉観光バス株式会社白根営業所  新潟市 C       代表取締役  関塚 政行 

 

新潟市 C：新潟市のうち平成１７年３月２１日に新潟市に編入された旧白根市の区域 

 

 

５．営業区域外旅客運送を行う期間 

 

      令和８年８月１日（土）から令和９年７月３１日（土）までの１年間【予定】 

 

６．その他 

      期間満了後、営業状況を踏まえ更新を予定 
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                    道路運送法第２０条第２号について 

 

１．国土交通省令で定める場合とは 

 道路運送法第２０条第２号で記述されている「国土交通省令で定める場合」とは、道

路運送法施行規則第１８条の２で定める場合を指す。 

 南蒲原郡及び新潟市 B のうち旧小須戸町の地域は令和６年１１月にこれまでのタクシ

ー事業者が営業を廃止し、近隣のタクシー営業所よりも遠隔地にあり道路運送法施行規

則第１８条の２第１号の「その他の交通が著しく不便な地域」に該当するものと考えら

れる。 
 

２．南蒲原郡及び新潟市Ｂのうち旧小須戸町の地域の公共交通について 

 田上町は人口１万人余の町であり、旧小須戸町は人口約 8,700 人を有する。中心部を

国道４０３号線及び４０３号バイパス、JR 東日本信越本線が南北に貫通しており、南か

ら羽生田駅、田上駅、矢代田駅が設置されている。このような地域で以下の公共交通機

関が整備されている。 

  JR 東日本信越本線 羽生田駅、田上駅、矢代田駅 １日停車列車本数 ２５本 

  泉観光バス株式会社運行路線バス 加茂～田上方面 平日１日４便   土曜日２便 

                                  田上～加茂方面  平日１日４便   土曜日２便 

  田上町デマンド型乗合タクシーゴマンド号    
自宅～目的地～自宅 平日土日祝 １日１０便 

 秋葉区バス（泉観光バス株式会社） 
【新津駅小須戸循環ルート】新津駅西口～東口 平日土日祝  １日４便 
【新津駅小須戸循環ルート】新津駅東口～西口 平日土日祝  １日３便 

 新潟交通観光バス株式会社運行路線バス  
           【鳥屋野線】小須戸～新潟駅方面 平日１日７便 土日祝６便 
           【鳥屋野線】新潟駅～小須戸方面 平日１日７便 土日祝６便 

【潟東・白根－矢代田－新津駅線】新津駅～潟東・白根方面 平日１日７便 
 【潟東・白根－矢代田－新津駅線】潟東・白根～新津駅方面 平日１日７便 
  

３．タクシー利用を望む理由 

 令和６年１１月にタクシー事業者が廃止したことにより「タクシーが来てくれなくな

った」「長い時間待たされた事がある」など、利用したいときにすぐに利用できないと

いった声や、「加茂のタクシーからわざわざ来てもらうのは申し訳ない」「通院や買い

物のほか親戚や友達のところにも行けない」「地元にタクシー会社がなく不便」など、

タクシー利用を控えていることや日常の行動が制約されていることが切実な声として聞

こえている。 
 
４．営業区域外旅客運送を行う事業者の余力について 

  新潟市南区の２事業者の輸送力の余力について別紙３「南区の供給余力算定表」のとお

り算定した。新潟市南区は他の区域に比してマイカー依存度が高く需要の少ない地域とな

っている。運行回数で比較した場合、令和８年１月の実績において、１日１車当たりの運

行回数では新潟市中心部は１７．１回、新潟市北区は１６．２回、新潟市南区は８．３回、

新潟市秋葉区・五泉市は１４．６回となっている。 

 これを生産性として比較した場合に新潟市南区は、新潟市中心部に比較して４８．４％、

別紙２ 
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新潟市北区に比較して５０．８％、新潟市秋葉区・五泉市に比較して５６．７％となる。 

 この生産性より新潟市南区について算出した供給余力（現状の保有台数からの余力台数）

は、新潟市中心部に比較して６．２台、新潟市北区に比較して５．９台、新潟市秋葉区・

五泉市に比較して５．２台となる。 

 以上より、新潟市南区から営業区域外旅客運送を実施したとしても田上町および旧小須

戸町へ輸送力を出す余裕は十分にあるものと推測される。 
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◎道路運送法 

 
（許可申請） 
第五条 一般旅客自動車運送事業の許可を受けようとする者は、次に掲げる事項を記

載した申請書を国土交通大臣に提出しなければならない。 
一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 
二 経営しようとする一般旅客自動車運送事業の種別 
三 路線又は営業区域、営業所の名称及び位置、営業所ごとに配置する事業用自動車

の数その他の一般旅客自動車運送事業の種別（一般乗合旅客自動車運送事業にあって

は、路線定期運行（路線を定めて定期に運行する自動車による乗合旅客の運送をいう。

以下同じ。）その他の国土交通省令で定める運行の態様の別を含む。）ごとに国土交通

省令で定める事項に関する事業計画 
 
 
（禁止行為） 
第二十条 一般旅客自動車運送事業者は、発地及び着地のいずれもがその営業区域外

に存する旅客の運送（路線を定めて行うものを除く。第二号において「営業区域外旅

客運送」という。）をしてはならない。ただし、次に掲げる場合は、この限りでない。 
一 災害の場合その他緊急を要するとき。 
二 地域の旅客輸送需要に応じた運送サービスの提供を確保することが困難な場合

として国土交通省令で定める場合において、地方公共団体、一般旅客自動車運送事業

者、住民その他の国土交通省令で定める関係者間において当該地域における旅客輸送

を確保するため営業区域外旅客運送が必要であることについて協議が調った場合で

あつて、輸送の安全又は旅客の利便の確保に支障を及ぼすおそれがないと国土交通大

臣が認めるとき。 
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◎道路運送法施行規則 

 

（事業計画） 

第四条 

（略） 

８ 法第五条第一項第三号の事業計画のうち一般乗用旅客自動車運送事業に係るも

のには、次に掲げる事項を記載するものとする。 

一 営業区域 

 

 

（営業区域） 

第５条 法第五条第一項第三号の営業区域は、輸送の安全、旅客の利便等を勘案して、

地方運輸局長が定める区域を単位とするものとする。 

 
 
（法第二十条第二号の国土交通省令で定める場合） 
第十八条の二 法第二十条第二号の国土交通省令で定める場合は、次に掲げる場合と

する。 
一 過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（令和三年法律第十九号）第二

条第一項に規定する過疎地域その他の交通が著しく不便な地域において、当該地域の

一部又は全部を営業区域とする一般旅客自動車運送事業者による輸送が困難な場合 
二 一時的な輸送需要量の増加が見込まれる地域において、当該地域の一部又は全部

を営業区域とする一般旅客自動車運送事業者による供給輸送力では当該増加に対応

することが困難な場合 
 
 
（法第二十条第二号の関係者） 
第十八条の三 法第二十条第二号の国土交通省令で定める関係者は、地域公共交通会

議又は協議会の構成員とする。 
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報 告 事 項 

 

 

 

（１）道路改良工事に伴う路線バス下新線の迂回 及び 六郷バス停の一時移転について 

 

 

別紙のとおり報告する。 

 

 

 

令和８年５月１日 

 

 

 

会 長            

秋葉区地域総務課 高橋 穣  

 



道路改良工事に伴う路線バス下新線の迂回 及び バス停の一時移転について 

 

○ 路線バス下新線の概要 

 下新～大安寺～新津駅を結ぶバス路線であり、令和 8年 2月 1日より新潟第一交通株式

会社を運行事業者として運行している。 

 

 運行ルート オレンジ色(走行距離 10.5km) 

 

 

○ 迂回 及び バス停の一時移転の概要 

 新潟市発注の六郷金屋線道路改良工事に伴い、一時的にバスルートを迂回、六郷バス停を

移転する。 

 迂回時の運行ルート 及び バス停の位置については次の図のとおり、迂回による運行時

間への影響はなし。 
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○ 期間 

 令和 8年 6月 1日(月)から令和 8年 7月 31 日(金)まで 

 

○ 迂回等に関する周知 

区内全域 

 ・ 秋葉区ホームページに、バスの迂回 及び バス停の一時移転に関する情報を掲載して

周知します。 

 近隣地域 

・ 六郷自治会に工事案内文書の回覧を依頼する際、バスの迂回 及び バス停の一時

移転について記載して周知します。 

・ 一時移転前から、六郷バス停に案内文書を掲示して周知します。 
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六郷自治会

現行バス停

新バス停

案内文を
掲示予定

工事案内文（作成中）を回覧予定
工事案内文にバス迂回について記載予定

迂回等の周知範囲



工事に伴うバス路線の迂回
う か い

について（予告） 

道路改良工事に伴い、下記の期間、バス路線の迂回
う か い

と六郷バス停の移動を行います。 

ご不便をおかけしますが、ご協力をお願いいたします。 

対象期間：令和 8 年 6 月 1 日 から 令和 8 年 7 月 31 日まで（予定） 

  

道路改良工事に関するお問い合わせ先 

     発 注 者  新潟市秋葉区建設課まちづくりグループ TEL 0250-25-5430 

     施工業者   S
エス

＆
ト

K
ケイ

 株式会社 

  

バス停移動 

六郷バス停掲示イメージ【予告】



工事に伴うバス路線の迂回
う か い

について 

道路改良工事に伴い、下記の期間、バス路線の迂回
う か い

と六郷バス停の移動をしております。 

ご不便をおかけしますが、ご協力をお願いいたします。 

対象期間：令和 8 年 6 月 1 日 から 令和 8 年 7 月 31 日まで（予定） 

  

道路改良工事に関するお問い合わせ先 

     発 注 者  新潟市秋葉区建設課まちづくりグループ TEL 0250-25-5430 

     施工業者   S
エス

＆
ト

K
ケイ

 株式会社 

  

バス停移動 

六郷バス停掲示イメージ【規制期間中】


